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 はじめに 

 

世界経済は、2007 年のサブプライムローン問題をきっかけに、リーマンショックや

ギリシャの財政危機などが相次ぎ、信用不安の影に覆われたが、財政危機問題は海外だ

けでなく、日本国はいうまでもなく、地方自治体の財政にとっても決して無縁でない状

況にある。 

 とくに 2002 年、小泉内閣によって示された「三位一体の改革」によって、地方自治

体財政は絞り込まれ、地方財政を硬直化させ、地方に試練を与えることになった。 

 しかも 2014 年 4 月から消費税の８％への引き上げも決定した。消費税率が上がる

2014 年春以降、自治体間の税収格差はさらに広がることが懸念される。法人税も企業

が集中する都市部に集まるとみられるなど、消費増税を中心とした経済対策による地方

自治体への影響も予断を許さない。 

 地方自治体は、その地域の自然・歴史・文化を生かして、市民が安心して生活し、そ

の“まち”の住みやすさを実感できるように最良のプランを計画し、福祉、医療、教育

や生活基盤の整備など各種施策を実施している。 

 そのためまず留意されるべき事柄として、以下の点が考えられる。 

① 地方（市）の発展 

経済地理（地域の特性）を活用した育成・活性化 

② 財政の健全化 

改革・ニーズに合った変質が求められ、“スクラップ・アンド・ビルド”も必要とな

る。 

③ 市民ニーズに合った補助金 

地域（市）住民の安定・助け合いのための補助金の重要性も高まっている。   

 こうした中で現在の補助金の動向は、グローバル化・サービス化・情報化・少子高齢

化などにみられるように多様化した社会情勢の変化を受けて、そのニーズに合った配

分・運用が求められるとともに、重要な役割を担っている。 

 このほど井崎義治流山市長から平成 25 年 11 月 5 日付「平成 26 年度予算における補

助金等について」の諮問を受けた。その役目を果たすべく、補助金等審議会の 7 名から

成る委員と、流山市関係各課との度重なる議論・検討を経て、以下のとおり答申します。 
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１ 流山市補助金等の現状 

 

 平成 26 年度流山市の補助金等総件数は 122 件であり、その内訳は以下のとおりで、 

合計でみた国県等補助金無が 87 件と、7 割強を占めている。 

 

[表－１] 「平成２６年度予算要求補助金等件数 内訳」 

 

  項目 
国県等補助金

（有） 

国県等補助金

（無） 
計 

全会

計の

合計 

新規 0  2  2  

増額 11  9  20  

増減無 15  62  77  

減額 9  14  23  

合計 35  87  122  

 

 

 補助金件数、総額について、平成 15 年度から 25 年度までの推移をみると、件数、 

予算額ともに一時減少して、平成 18 年度を底に、その後一進一退ながら上昇傾向にあ

る。一般会計予算額に占める補助金予算額の比率は、平成 15 年度から 25 年度までほ

ぼ３～４％の比率となっている。 

 補助金等交付期間別でみると、21 年を超える長期補助金の割合が約 46％と、5 割近

い高率となっているのが気がかりである。 
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[表－２] 「補助金等件数、総額の推移」（一般会計） 

           （億円、％） 

年 度 件 数 予算額 一般会計予算額 割 合 

平成１５年度 152  13.4  398.5  3.4  

平成１６年度 143  10.1  397.0  2.5  

平成１７年度 115  10.1  344.3  2.9  

平成１８年度 105  9.3  347.5  2.7  

平成１９年度 117  10.6  353.9  3.0  

平成２０年度 122  11.1  387.4  2.9  

平成２１年度 128  15.9  388.5  4.1  

平成２２年度 132  15.8  401.6  3.9  

平成２３年度 132  16.9  420.0  4.0  

平成２４年度 121  17.2  442.0  4.0  

平成２５年度 119  16.2  498.5  3.2  

 

 

[表－３] 「補助金等交付期間別（国県補助金を除く市単独分）」（平成２５年度） 

 

期 間 件 数 割 合（％） 

５年以下 14  16.1  

６年～１０年 17  19.5  

１１年～２０年 16  18.4  

２１年～３０年 17  19.5  

３１年～４０年 12  13.8  

４１年～５０年 9  10.4  

５１年以上 2  2.3  

合計 87  100.0  
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[表－４] 「補助金の新規、廃止の件数」(平成２１～２５年度) 

 

年 度 新 規 廃 止 

平成２１年度 10  9  

平成２２年度 13  8  

平成２３年度 3  5  

平成２４年度 7  12  

平成２５年度 3  0  

合 計 36  34  

 

 

２ 審査結果の概要・評価方法 

 

 今回の諮問では、 

① 平成 26 年度新規要求のあった補助金 

② 平成 26 年度増額要求のあった補助金 

③ その他（平成 25 年度補正予算で増額となった補助金） 

が対象となっている。 

 今回の審査対象となったのは、全体で 122 件のうち、 

新 規 ：  2 件 

増額等 ： 11 件 

         合 計 ： 13 件 

となった。 

 新規補助金・増額等補助金の審査は、所管課からのヒアリングを行い、それを経て各

補助案件について審査した。 

 ヒアリングは、所管課で作成した「補助金等調査票・補助金等適正化実行プラン」（補

助金の趣旨・目的、内容・効果、算出基準、改革点、実行プランなど記載）および参考

資料等をもとに各課から説明を受け、審議会委員との質疑という方法で行われた。 

 ヒアリング終了後、各委員による評価をもとに集計、審議し、最終評価の審査を行っ

た。 

 審査方法は、各審議会委員による補助金等案件別に「判断基準」（「公益性」、「公平性」、

「必要性」、「効果」、「適切性」の 5 点の判断基準）に基づき、総合評価で A から D の

4 段階で評価した。総合評価区分 A・B・C・D は以下のとおりである。 
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 A ： 妥当なもの 

  B ： おおむね妥当なもの 

  C ： 検討を要するもの 

  D ： 不認可とすべきもの 

 その結果、新規分 2 件のうち、1 件が A 評価、1 件が B 評価となった。 

 増額分 11 件については、すべて A 評価となった。 

 

 

各事業の評価点は以下のとおりである。 

 

[表－５] 「事業別評価表」 

（平成２６年度予算要求分） 

 

（平成２５年度補正予算増額分） 

種別 番号 所管課 補助金名称 評価点 

増額 ―  コミュニティ課 自治会館建設費助成金 Ａ 

56  環境政策課 地球温暖化対策奨励金 Ａ 

 

 

 

 

 

種別 番号 所管課 補助金名称 評価点 

新規 49  保育課 私立保育所整備費補助金 

（賃貸物件市単独補助分） 

Ａ 

50  保育課 認可外保育園保育料助成金 Ｂ 

増額 3  誘致推進課 企業立地促進奨励金 Ａ 

7  コミュニティ課 自治会館維持管理費補助金 

（大規模修繕・冷暖房機器設置） 

Ａ 

9  コミュニティ課 防犯灯電気料金等補助金 Ａ 

11  コミュニティ課 防犯灯部品交換費補助金 Ａ 

19  障害者支援課 心身障害者一時介護料助成金 Ａ 

27  障害者支援課 障害者支援施設等通所交通費助成金 Ａ 

34  障害者支援課 就労支援施設利用者負担助成金 Ａ 

51  保育課 私立保育所ＡＥＤ設置事業補助金 Ａ 

118  国民年金課 人間ドッグ利用助成金 Ａ 
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[表―6] 「平成２６年度予算要求補助金等調査票・補助金等適正化プラン」 

 

 

「平成２５年度補正予算で増額となった補助金等調査票・補助金等適正化プラン」 

 

 

 

 

 

  

番号 所管課名 補助金等名称 
要求額 

（千円） 

開始 

年度 

経過 

年数 

3  誘致推進課 企業立地促進奨励金 9,900 H18 7  

7  コミュニティ課 
自治会館維持管理費 

（大規模修繕・冷暖房機器設置）補助金 
4,110 Ｓ56 32  

9  コミュニティ課 防犯灯電気料金等補助金 58,421 H 1  24  

11  コミュニティ課 防犯灯部品交換費補助金 3,282 H23 2  

19  障害者支援課 心身障害者一時介護料助成金 2,870 H 7 18  

27  障害者支援課 障害者支援施設等通所交通費助成金 4,661 H19 6  

34  障害者支援課 就労支援施設利用者負担助成金 427 H19 6  

49  保育課 
私立保育所整備費補助金 

（賃貸物件市単独補助分） 
14,478 H25 ―  

50  保育課 認可外保育園保育料助成金 6,430 H26 ―  

51  保育課 私立保育所ＡＥＤ設置事業補助金 642 H20 5  

118  国保年金課 人間ドック利用助成金 41,160 H 7 18  

合計 146,381    

番号 所管課名 補助金等名称 
補正額 

（千円） 

開始 

年度 

経過 

年数 

― コミュニティ課 自治会館建設費補助金 1,900 S52 36  

56  環境政策課 地球温暖化対策奨励金 7,665 H23 7  

合計 9,565    
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３ 平成２６年度新規及び増額等補助金に係る評価 

Ⅰ 新規補助金（ 2 件）                             

番 

 

号 

 

補助金等名称 

2 6 年 度 

要 求 額 

（千円） 

総 合 

 

評 価 

 

評 価 コ メ ン ト 

  

49 私立保育所整備

費補助金（賃貸

物件市単独補助

分） 

14,478 Ａ 待機児童の解消は、市の重要施策（子育て支援）

の一つであり、保育所の整備は急務である。 

保育所の整備に当たって、土地の確保に困難さを

伴う本市の現状に鑑み、賃貸物件での保育所整備に

対する補助となる本事業の新設は妥当である。 

ただ、本事業は、その内容から長期補助・高率補

助となることが見込まれる。当該補助のあり方につ

いての長期的視点にたった検討を要望する。 

50 認可外保育園保

育料助成金 

6,430 Ｂ 認可保育所が不足し、待機児童が発生している現

状から、保育所が整備されるまでの経過的措置とし

てやむを得ないものと理解できることから、本助成

金の新設は、概ね妥当である。 

ただ、認可外保育施設を巡っては種々問題もあ

る。 

県・市連携の下、「認可外保育施設指導監督基準」

に則った適切な運営がなされ、不慮の事故等が発生

することがないよう万全を期していただきたい。 
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Ⅱ 増額補助金（ 9 件）                           

番 

 

号 

 

補助金等名称 

2 6 年度 

要 求 額 

（千円） 

前 年 度 

予 算 額 

（千円） 

対前年度

増△減額 

（千円） 

総合 

 

評価 

 

評 価 コ メ ン ト 

 

3 企業立地促進

奨励金 

9,900 2,900 7,000 Ａ 本奨励金は、立地企業に対し、奨励

措置を講ずることにより、企業立地を

促進し、市民の雇用機会の拡大等を図

り、もって本市の産業の振興に寄与す

るものといえる。 

増額は、平成 21年度及び平成 24年

度に立地した企業 2社に対する補助金

交付に加え、25年度に新規に立地し

た企業 1社分にかかるものであり、妥

当である。 

7 自治会館維持

管理費（大規

模修繕・冷暖

房機器設置）

補助金 

4,110 4,060 50 Ａ 本補助金は、地域コミュニティ活動の

拠点となる自治会館を健全に維持・管

理するために必要な改修等の経費を一

部補助するものである。 

増額は各自治会からの要望を踏まえ

精査したものとなっているものと理解

し、妥当である。 

9 防犯灯電気料

金等補助金 

56,682 56,117 565 Ａ 本補助金は、自治会が設置、維持・

管理している防犯灯の電気料金の一部

を補助するもので、防犯灯は夜間の路

上犯罪の防止等地域の安全・安心に大

きく寄与しているものである。 

増額は、電力料金の値上げ及び防犯

灯の増設に伴うものであり、妥当であ

る。 

なお、経費縮減のためにもさらなる

ＬＥＤ化の推進を要望する。 

11 防犯灯部品交

換費補助金 

3,282 3,100 182 Ａ  本補助金は、自治会が維持・管理し

ている防犯灯の部品交換に係る経費を

一部補助するもので、球切れ等に迅速

に対応することは市民の安全・安心の

確保のためにも必要なことである。 

増額は、前年度実績等を勘案したも

のとなっており、妥当である。 
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番 

 

号 

 

補助金等名称 

2 6 年度 

要 求 額 

（千円） 

前 年 度 

予 算 額 

（千円） 

対前年度

増△減額 

（千円） 

総合 

 

評価 

 

評 価 コ メ ン ト 

 

19 心身障害者一

時介護料助成

金 

2,870 1,902 968 Ａ 本助成金は、在宅障害者（児）の介

護に当たり、保護者等が疾病等の理由

からやむを得ず一時的に有料での介護

を依頼した場合に対して助成するもの

で、介護者等の精神的・経済的負担の

軽減を図る上で必要なものといえる。 

増額は利用者の増加が見込まれるこ

とによるものであり、妥当である。 

27 障害者支援施

設等通所交通

費助成金 

4,661 3,524 1,137 Ａ 本助成金は、福祉作業所等に通所す

る障害者に通所に係る交通費を助成

し、障害者の社会参加の促進を図るも

ので、作業所での工賃の低さなど社会

的状況に大きな変化がない中、障害者

の社会参加、生活の安定に寄与してい

るものといえる。 

増額は利用者の増加が見込まれるこ

とによるものであり、妥当である。 

34 就労支援施設

利用者負担助

成金 

427 360 67 Ａ 本助成金は、障害者自立支援法の

「原則 1割負担」に伴う、就労支援施

設利用における障害者及び家族の負担

の軽減を図るためのもので、障害者の

就労意欲の減退を防止し、障害者の自

立の促進に寄与しているものといえ

る。 

増額は、利用者の増加が見込まれる

ことによるものであり、妥当である。 
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番 

 

号 

 

補助金等名称 

2 6 年度 

要 求 額 

（千円） 

前 年 度 

予 算 額 

（千円） 

対前年度

増△減額 

（千円） 

総合 

 

評価 

 

評 価 コ メ ン ト 

 

51 私立保育所

AED設置事業

補助金 

642 582 60 Ａ ＡＥＤは、公的施設のみならず多く

の事業所にも設置されている現状にあ

る。 

本補助金は、私立保育所に対しても

子どもの安全・安心を図るためにその

導入が進むよう、設置（賃貸借）費用

の一部を助成するものであり、救急・

救命活動の重要性からも必要なことで

ある。 

増額は、保育所 2か所の増設に伴う

ものであり、妥当である。 

なお、今後に向け、各園での自前で

の設置努力に期待する。 

118 人間ドック利

用助成金 

41,160 37,338 3,822 Ａ 本助成金は、国保被保険者に対する

保健事業の一環として、人間ドックを

利用する費用の一部を助成し、被保険

者の健康管理及び疾病の早期発見を図

るためのもので、多くの市民の健康確

保のためにも必要なものといえる。 

増額は、利用者の増加が見込まれる

ことによるものであり、妥当である。 

しかしながら利用者の増加に比例し

て助成金が毎年増額していくことにつ

いては、何らかの対策を講ずる必要が

あると思われる。 

人間ドックにかかる費用の抑制策の

検討を要望する。 
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Ⅲ 25年度補正予算による増額補助金（2 件）                   

番 

 

号 

 

補助金等名称 

25 年 度

補正後予

算額（千円） 

25 年度

当初予算

額（千円） 

比 較 

増△減額 

（千円） 

総合 

 

評価 

 

評 価 コ メ ン ト 

‒ 自治会館建設

費補助金 

11,900 10,000 1,900 Ａ 本補助金は、地域活動に大きな

役割を果たしている自治会の活

動拠点である会館整備事業に対

する一部補助である。 

補正による増額は、ＴＸ沿線整

備区画整理地内に存する自治会

館において、その周辺地域が急き

ょ 25 年度に整備が開始されるこ

とになり、移転を余儀なくされた

ことに伴うものであり、やむを得

ないものと理解する。  

妥当である。 

56 地球温暖化対

策奨励金 

16,665 9,000 7,665 Ａ 本奨励金は、地球温暖化対策の

一つである太陽光発電の奨励事

業である。 

補正による増額は、申請者の増

加に伴い、県補助を含めた当初予

算額が大幅に超過することとな

ったこと、併せて、増加に対応す

る県補助が現段階で不確定なこ

とから所要額全額を市の予算に

より対応することとなったもの

であり、やむを得ないものと理解

する。 

妥当である。 
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おわりに 

 

地方（地域）の発展についていえば、地方が持続的発展を進めるためには、地域がそ

れぞれの異なった風習・風土、多様な文化、産業構造を維持し、地元の資源を活用して、

地域の多様性を発揮することこそ重要である。 

地域の一次産品はいうまでもなく、地域の観光資源や伝統・文化等々、あらゆる地域

資源の発掘と活用・活性化が必要となる。今や人口減少・少子高齢社会の到来とともに、

住民の暮らしやすい生活空間が大切で、たとえば地球温暖化による異常気象問題や環境

破壊対策といった問題なども考慮に値し、今回の諮問対象の中に、環境政策課から「地

球温暖化対策奨励金（増額）」が提出されたのも、時代を反映しているといえよう。 

ともあれ財政の健全化が重要であることはいうまでもない。 

 少子高齢化、働く女性の増加、環境保護意識の高揚、防災・防犯意識の高まり、健康

志向の高まりといった中で、地域の生活拠点としての地方自治体の役割は、日々の暮ら

しを安全・安心でより快適なものにする上で、その重要性が高まっている。 

 地方自治体が地域の生活ステーションとしての役割を十分に果たす上で最も大切な

ことは、「健全で効率的な行財政運営」であろう。 

 したがって補助金運用に当たっては、①“３M”（ムリ・ムラ・ムダ）の排除に向けて

の努力はあらゆる面から進められねばならないことはいうまでもないが、さらに重要な

ポイントとなるのが、②スクラップ・アンド・ビルド（新・旧の入れ替えと整理）、③

コスト・ベネフィット（費用・便益：投入費用と得られる便益を測定・対比してどの方

法が効率的か決定）、④政策誘導（市としての重視・優先・存続したい方向に補助金を

積極活用）、などであろう。 

 これらいずれにも共通して強調されねばならない点は、時代変化の先取りと、市民ニ

ーズへの対応などであり、それを進める上で効率性の重視と、無駄の排除に努める必要

がある。したがってまず現行補助金が必要か否か、適正かどうかについて検証すること

も考慮すべきであろう。その補助と活動がマンネリ化していないか、その効果が十分検

証されているかどうか、交付先が限定されたり、特定の対象に固定化されていないか、

などを見直し、社会状況の変化や、市民ニーズの多様化に対応してゆかねばなるまい。 

 特に特定団体・事業への補助長期化は、全体との公平性が見失われ、既得権益化、さ

らには自助努力の欠落にもつながり、補助金総額が肥大化して、財源が固定化されてし

まう。したがって補助が長期化・マンネリ化するなど補助金依存体質とみられる事業や、

また補助金額が多額な事業、そして黒字化して自主・自立化可能となってきた事業等々

については、一定期間ごとに審議会などで取り上げ、検証・チェックする必要があろう。 
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